




第五次宜野湾市地域福祉計画・第五次地域福祉活動計画・
宜野湾市再犯防止推進計画
策定業務委託に係るプロポーザル実施要領（案）













宜野湾市　福祉推進部　福祉総務課

第五次宜野湾市地域福祉計画・第五次宜野湾市地域福祉活動計画・
宜野湾市再犯防止推進計画策定業務委託に係るプロポーザル実施要領（案）


１．業務の目的と委託の目的
令和３年度に策定した第四次宜野湾市地域福祉計画・第四次宜野湾市地域福祉計画が令和８年度で計画期間を終了するにあたり、社会福祉法第107条に規定する市町村地域福祉計画を策定する。
策定にあたっては、専門的な技術と実績を持つコンサルタントの活用を図る。
その業者選定については競争入札とした場合、受注した業者の能力によっては必ずしも当該業務で求める内容の成果が期待できない恐れがあるため、企画提案を求め、その中から最も優れた企画提案を行った業者を委託先として選定するプロポーザル方式を採用し、選定委員会で審査を行った上で、最も優れた企画提案を行った業者との随意契約を締結する。
本プロポーザルは、次年度の予算成立を前提とした年度開始前の事前準備手続きであり、予算成立後に効力が生じる事業である。


２．業務の概要
（１）業務の内容：別紙委託仕様書のとおり
（２）業務の期間：契約締結の日から令和９年３月31日まで
（３）契約方法　：プロポーザル方式による選定を経た随意契約
（４）提案上限額：10,439,000円 （消費税及び地方消費税を含む。）
※ただし、この金額は契約締結時の予定価格を示すものではなく、プロポーザル
内容の規模を示すためのものであることに留意し、提案にあたっては上記金額を
超えないこと。
　※人件費、出張旅費、印刷費、管理費等、事業に係る全ての経費を含めること
（５）担当部署
　①担当部署　　宜野湾市役所　福祉推進部　福祉総務課
　②担当者　　　総務係　我如古
  ③所在地　　　〒901－2701　沖縄県宜野湾市野嵩一丁目１番１号
　④連絡先　　　ＴＥＬ：098-893-4411（内線：3121）
　　　　　　　　　ＦＡＸ：098-893-4490
　　　　　メール：Fukusi08@city.ginowan.okinawa.jp


３．参加資格要件
　　本業務委託に係る企画提案に参加できる者は、次の用件を全て満たす者とする。
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第１項の規定に該当しない
こと
地方自治法施行令 （一般競争入札の参加者の資格） 第百六十七条の四 
普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札 に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。
一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者
二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者
（２）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない
こと。
（３）沖縄県内に本社、支社（営業所）を有し、正規職員が常駐していること。
（４）自治体等と本件業務と同種又は同等の計画策定業務等を受注した実績があること。
（５）宜野湾市指名競争入札参加者の指名等に関する規程（昭和60年9月10日訓令
第9号）に基づく指名停止の措置を企画提案の受付期間において受けていないこと。
（６）宜野湾市暴力団排除条例（平成23年宜野湾市条例第14号）第2条第1項に規
定する暴力団でないこと、及び役員や社員等関係者に同条第2号に規定する暴力団
員がいないこと。
（７）法人税・県税・市町村民税の滞納がないこと。　　
　

４．参加意思の提出
　　本業務のプロポーザルへ参加を希望する者は、下記のとおりに関係書類を提出する。
（１）提出書類
　①提出意思確認書（様式１） ・・・１部
　②会社概要書（様式２）　　　・・・１部
③滞納のない証明書（法人税・県税・市町村民税）・・・各１部
（２）提出期限
令和７年12月９日（火）　17時まで
（３）提出場所・方法
福祉総務課へ持参。（土日、祝日及び業務時間（8時30分～12時13時～17時15分）外は受け付けない。）または郵送によること。ただし、郵送により提出する場合は、提出期限までに必着のこと。
５．質疑・回答
　本件内容に不明な点がある場合は、質問書（様式７）を提出すること
（１）提出期限：令和７年12月15日（月）　17時まで
（２）提出方法：福祉総務課担当に電子メールにて提出すること
（３）回答方法：提出された質問に対する回答は、市ホームページへ掲載する。

６．企画提案書の提出
　　４．において参加意思確認書を提出した者は、下記の通りに関係書類を提出する。
（１）企画提案書提出届（様式３）
（２）本業務の企画提案書（Ａ４版様式任意、20頁以内とする。）
　　以下の項目は必ず記載すること。
①業務実施方針
②業務の実施手法
③工程計画
（３）業務経歴書（様式４）
（４）業務の実施体制（様式５）
（５）配置予定調書（様式６－１、６－２）
（６）見積書（費用内訳）（消費税及び地方消費税を含む金額）
（７）財務諸表（直近決算のもの。コピー可）

７．企画提案書の作成要領
（１）提出する書類の規格はＡ４版片とじ・横書き・片面とする。ただし、資料の作成上A３版を利用した方が確認しやすい場合は可とする。また、目次等にあわせ適宜インデックスを付けること。20頁以内とし過剰な添付資料は控えること。
（２）企画提案書は、「２．業務の概要」の「（１）業務内容」を踏まえて、本業務に対する貴社の考え方、委託業務項目の実施方法や手法等を提案の基本として、提案趣旨を明確に示し、まとめること。
（３）提出期限後は、提出した企画提案書の訂正、再提出等は原則として認めない。
（４）採点基準項目は下記のとおりとする。企画提案書は可能な限りこの順序で記載するものとする。
①【業務理解】地域福祉計画に対する理解
②【調査・課題の把握】計画に盛り込む論点を市民や団体から的確に聴取できるか。
③【提案内容の的確性】提案内容が業務要求水準を満たしているか。
④【業務実施手続】実施手法・工程
⑤【実現性】説得性、実現性
⑥【サポート】事務局へのサポート
⑦【組織評価】主要業務実績、同種・類似業務実績、技術者数、有資格者数
⑧【担当者評価】管理責任者・担当者
⑨【経費】経費と提案内容のバランスが保たれているか。


８．企画提案書の提出期限等
（１）提出期限：令和７年12月26日（金）　午後５時
（２）提出部数：10部（原本１部、写し9部）
（３）提出場所・方法
福祉総務課へ持参。（土日、祝日及び業務時間（8時30分～12時13時～17時15分）外は受け付けない。）または郵送によること。ただし、郵送により提出する場合は、提出期限までに必着のこと。
（４）応募多数の場合は、書類審査で５者程度を選定する。
　　　　　

９．企画提案書プレゼンテーションの予定日時等
（１）日時及び場所
令和８年２月16日（月）　13時15分～　
中央公民館２階　多目的室
※プレゼンテーションの順序は、事務局にてクジで決定し後日連絡する。
（２）提案説明時間等
　　　１者あたり30分を目途とする（説明20分、質疑応答10分）
※プレゼンテーションの内容は、７．で提出した企画提案書内容に合致した説明を行うこと（企画提案書の訂正、修正、再提出等にあたる内容は認めない）。
※プロジェクター及びスクリーンを使用する場合は本市が用意する。その他PC等必要な機材は、提案業者が用意すること。
（３）人数
　　　３名以内　※実際の業務担当者が説明を行うこと。


１０．委託候補者の選定
（１）企画提案書等の審査と業者の選定
①委託業者選定委員会において、各委員が合計点の高い順に順位をつけ、順位を第1位とした委員の数が最も多い提案者を受託候補者に選定し、次に多い提案者を次点候補者に選定する。
②上記①において、順位を1位とした委員の数が最も多い提案者が複数ある場合は、各委員の合計点が最も高い業者を委託候補者として選定し、次に高い提案者を次点候補者に選定する。各委員の合計点が同点となった場合、委員長がクジにより決する。
③応募者が１者の場合においてもプレゼンテーションを実施し、本業務委託を遂行し完了する能力があると委員会において判断した場合、当応募提案者を本業務委託に係る受託候補者とする。
④上記①から③にかかわらず、各委員の合計点が配点の６割以上の評価を得られない場合は選定できない。
（２）選定結果の通知
選定結果は、選定結果通知書を送付する。なお、選定に関する審査内容及び経過等については公表しないものとし、選定結果に対する異議申立ては受け付けないものとする。
（３）次点候補者の取り扱い
（１）で選定された委託候補者が選定を取り消された場合や、選定後に委託候補者から辞退の申し出があった場合等は、次点候補者を委託候補者とし、委託契約締結の交渉を行うものとする。


１１.　提案者の失格事由及びその他留意事項について
（１）提案者の失格事由
① 正当な理由もなく、提出期限を過ぎて企画提案書が提出された場合
② 提出書類に虚偽の記載があった場合
③ 会社更生法の適用を申請する等、契約を履行することが困難と認められる状態に至った場合
④ 審査の公平性を害する行為があった場合
⑤ 前各号に定めるもののほか、企画提案にあたり著しく信義に反する行為等、選定委員会の委員長が失格と認めた場合
（２）その他留意事項
① 経費負担
企画提案書等の作成経費や旅費等の必要経費等は参加者の負担とする。
② 書類の返却について
提出後の提案書等の書類の返却はしない。
③ 提出書類について
市が追加で資料を求めた場合は、速やかに対応すること。


（様式１）

令和　年　月　日


提　出　意　思　確　認　書


宜野湾市長　　佐喜眞　淳　　殿


住　　所　
事業所名
代表者名　　　　　　　　　　　　 



　宜野湾市が募集している下記業務に対する企画提案について、　提出の意思ある旨

回答いたします。

　また、プロポーザル実施要領の参加資格要件を全て満たしていることを誓約します。

記

業務名称：第五次宜野湾市地域福祉計画・第五次宜野湾市地域福祉活動計画・宜野湾市再犯防止推進計画


連絡先：担当者名  　　　　　　　　   　　
電話番号  　　　　　　　　   　　
FAX番号  　　　　　　　　   　　
Ｅ‐mail  　　　　　　　　　　　 


（様式２）
令和　年　月　日

会　社　概　要　書


宜野湾市長　　佐喜眞　淳　　殿

住所
事業所名
代表者　　　　　　　　　　　　


会社概要は、以下のとおりです。
	１．設立
	　　年　　月

	２．資本金
	

	３．主な株主
	

	４．社員数（事務・技術・資格者人数）
	

	５．業務内容
	


（様式３）
令和　年　月　日

企　画　提　案　書　提　出　届


宜野湾市長　　佐喜眞　淳　　殿


住　　所
事業所名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


第五次宜野湾市地域福祉計画・第五次宜野湾市地域福祉活動計画・宜野湾市再犯防止推進計画策定業務委託に係るプロポーザル実施要領に基づき、企画提案書を提出します。

　　提出資料
（1） 　企画提案書
（2） 　業務経歴書（様式４）
（3） 　業務の実施体制（様式５）
（4） 　配置予定者調書（管理責任者）（様式６－１）
（5） 　配置予定者調書（担当者）（様式６－２）
（6） 　見積書（費用内訳）
（7） 　財務諸表（直近決算のもの、コピー可）



連絡先：担当者名　                            
　　　　                                 電話番号　                            
　　　　                                 FAX番号                              
　　　　                                 E‐mail                               


（様式４）
業　務　経　歴　書

事業所名　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　

	発注者
	契約期間
	業務名・業務内容
	契約金額

	
	～
	
	

	
	～
	
	

	
	～
	
	

	
	～
	
	


（注1） 同種業務又は類似業務の契約実績を以下の条件に基づき記入すること。
・元請けとして契約した業務
（注2） 業務実績が複数の場合は、同種業務及び地域性を優先し、４件まで記入すること。


（様式５）
業務の実施体制

事業所名　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　

	役割
	氏名・所属
	実務経験年数・資格
	担当する業務内容

	管理責任者
	氏名
　　　　　　　　　

所属
　　　　　　　　　
	
	

	担当者
	氏名
　　　　　　　　　

所属
　　　　　　　　　
	
	

	担当者
	氏名
　　　　　　　　　

所属
　　　　　　　　　
	
	

	担当者
	氏名
　　　　　　　　　

所属
　　　　　　　　　
	
	

	担当者
	氏名
　　　　　　　　　

所属
　　　　　　　　　
	
	


（注1） 配置を予定しているもの全員について記入すること
（注2） 記入欄が不足するときは、複写して作成すること。
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（様式６－１）

配置予定者調書（管理責任者）

事業所名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　

	氏名・所属・役職
	
	主な実績（3件まで記入）
	現在の手持ち業務内容及び件数

	
	
	※発注者・契約期間・業務名・業務内容・契約金額（税抜き）
	立場（役職）等
	

	氏名
　　　　　　　　


所属・役職

　　　　　　　　
	
実務経験年数
　　　　　年
資格
・
・
・

	


	
	

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	


（注1） 実務経験年数は、調査研究分野における経験年数を記入すること。
（注2） 主な実績の※欄に関しては、様式第4号業務経歴に記入のある場合は、業務のみ記入し他は省略可。
（注3） 立場（役職）等の欄に関しては、①管理責任者又はこれに準ずる立場、②主たる立場、③補佐的な立場より選択し、記入すること。
（注4） 実績は、同種業務、類似業務の順で優先し記入すること。
（様式６－２）
配置予定者調書（担当者）

事業所名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　

	氏名・所属・役職
	
	主な実績（1名につき1件記入）
	現在の手持ち業務内容及び件数

	
	
	※発注者・契約期間・業務名・業務内容・契約金額（税抜き）
	立場（役職）等
	

	氏名


所属・役職

	実務経験年数
　　　　　　年
資格
・
・
	
	
	

	氏名


所属・役職

	実務経験年数
　　　　　　年
資格
・
・
	
	
	

	氏名


所属・役職

	実務経験年数
　　　　　　年
資格
・
・
	
	
	


（注1） 実務経験年数は、調査研究分野における経験年数を記入すること。
（注2） 主な実績の※欄に関しては、様式第4号業務経歴に記入のある場合は、業務のみ記入し省略可。
（注3） 配置を予定している担当者が複数の場合は、同種業務、類似業務の順で実績のあるもので、手持ち業務件数が5件未満の者を優先し3名まで記入すること。

（様式７）

質　問　書


事業所名　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　

	質問内容
	質問理由

	
	

	事務所の名称・所在地及び担当部署

担当者氏名

連絡先（電話番号）

メールアドレス
	


	
	


	
	


	
	




